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１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 

（１）職員の総数   

                              （各年４月１日現在） 

区  分 令和３年 令和２年 

職  員  定  数 
人 

３，４４４ 

人 

３，４７９ 

職  員  数 
３，３１４ 

（うち女性 ９７８） 

３，３４４ 

（うち女性 ９７５） 

 （注） 職員が携わる職種には、事務職、土木・建築・機械技術職、資格職（保育士、保健師、学芸員等）、

技能労務職などがあります。 

 

  会計年度任用職員（フルタイム）の職員数 

   令和３年４月１日現在： ３５３人 

   令和２年４月１日現在： ３４６人 

 

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由   

 (各年４月１日現在) 

区   分 
職 員 数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和３年 令和２年 

一般行政関係 
人 

1,949 

人 

1,972 

人 

△23  

執行体制の見直し等を含めた人
員削減など 

特 
別 
行 
政 
関 
係 

教育委員会 432  430  2  ICT推進事業に係る業務増 

消 防 局 502  503  △1  事務の統廃合による職員数の減 

小  計 934  933  1   

公 
営 
企 
業 
等 
会 
計 
関 
係 

上下水道局 301  307  △6  
組織改正や業務の見直し等によ

る職員数の減 

病  院 13  13  0   

そ  の  他 117  119  △ 2  欠員不補充による職員数の減 

小    計 431  439  △8   

合   計 3,314  3,344  △30   

（注）１ 職員数は、一般職を対象とし、再任用短時間勤務職員や会計年度任用職員などを除いています。 

２ 一般行政関係とは、教育、消防、公営企業等会計関係以外の部門です。公営企業等会計関係とは、

上下水道・病院の公営企業及び特別会計部門です。 
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（３）職員の年齢状況    

全職員の平均年齢           （各年４月１日現在） 

令 和 ３ 年 令 和 ２ 年 

４４．３歳 ４４．０歳 

 

（４）採用者の状況   

  採 用 試 験 の 実 施 状 況  

区 分 受験者 １次試験合格者 ２次試験合格者  最終合格者 倍 率 

一般行政職 

人 

６８５ 

 (1,286) 

人 

３５７  

(783) 

人 

１５８ 

(405) 

人 

３５    

 (158) 

倍 

19.6 

      (8.1) 

 ２３７(449) １１５(268)   ６７(166) １７ (65) 13.9 (6.9) 

資  格  職 
３９ (39) ２１ (31) ７ (22)  ６ (14) 6.5 (2.8) 

 ３３ (32) １７ (28) ５ (20)  ４ (13) 8.3 (2.5) 

技能労務職 
９８(133) ５１ (60) １３ (26) １３ (26) 7.5 (5.1) 

 ２２ (40) １７ (27) ８ (13)  ８ (13) 2.8 (3.0) 

消 防 職 
１１７ (92)    ７５ (45) ２５ (21) １３ (12) 9.0 (7.7) 

   ３ (３) ２ (２) ２ (２) ０ (１) ０ (3.0) 

計 

９３９ 

(1,550) 

５０４ 

(919) 

２０３  

 (474) 

６７   

 (210) 

14.0   

(7.4) 

２９５(524) １５１(325) ８２(201) ２９ (92) 10.2 (5.7) 

   （注）１ 各職種の下段は、女性の該当者数であり、内数です。 

     ２ （ ）内は令和元年度の状況です。 

 

（５）人事異動の実施状況   

 

 区  分 一般行政関係 教育委員会 消 防 局 上下水道局 計 

部 長 級 
人  

４ (４) 

人 

０(１) 

人 

 ０(０) 

人 

 ０(０) 

人 

 ４ (５) 

課 長 級 ４９ (30) ６(６) ６(９)    ２(３) ６３ (48) 

係 長 級 １２０ (87)  ２２(22) ３７(26)    １２(10) １９１(145) 

担 当 者 級 ３３４(217)   ５８(73) ８５(75) ３０(32) ５０７(397) 

合    計 
５０７ 

 (338) 

８６   

(102) 

１２８   

(110) 

４４   

(45) 

７６５ 

(595) 

   (注)１ 教育委員会には、校長、副校長、教諭等は含みません。 

     ２ （ ）内は令和元年度の状況です。 
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（６）退職者の状況   

   事 由 別 退 職 者 の 数  

区   分 定年退職 自己都合 そ の 他 計 

市 長 部 局 
人  

５２ (55) 
  人  

   １９ (19)  
    人   

０ (２) 
人  

７１ (76) 

教 育 委 員 会  １８ (16) ２ (４)   １ (３) ２１ (23) 

消 防 局 １４ (13)  ７ (２)       ０ (０) ２１ (15) 

病 院  ０ (０)  ０ (０)       ０ (０) ０ (０) 

上 下 水 道 局 ５ (10)  １ (２)    １ (０) ７ (12) 

合     計 ８９ (94)   ２９ (27)  ２ (５) １２０(126) 

  （注）１ 定年退職とは定年（原則 60歳）により退職するもの 

       自己都合とは本人の都合により退職するもの 

       その他とは死亡等により退職するもの 

     ２（   ）内は令和元年度の状況です。 

 

（７）再任用の状況   

   再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を再雇用する制度です。 

   なお、再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と、それよりも 

短時間勤務する短時間勤務職員があります。 

職 種 常 時 勤 務 短 時 間 勤 務 

一 般 行 政 職 
                      人 

１２５ （116） 
                      人 

０  (０) 

教 育 職 １８ （13）  ０  (０) 

技 能 労 務 職 ５９ （52） ２５ (34) 

計 ２０２ （181） ２５  (34) 

    （注）１ （   ）内は令和元年度の状況です。 

     ２ 職種は再任用時の職種で、一般行政職に医療職、消防職、企業職が含まれています。 

 

（８）障害者の任用状況   

令和３年度 令和２年度 

２．８１％ 

［２．６０％］ 

（８．０人超過） 

２．４５％ 

［２．５０％］ 

（１．５人不足） 

  （注）１ 数値は各年６月１日現在の数値です。 

     ２ ［ ］内は法定雇用率です。 

     ３ （ ）内は法定雇用率に対して超過・不足している人数です。 


